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継続実施

見直し実施

総合評価

○

公共関与の妥当性がある
社会経済情勢の変化等に適合し、その課題解決に効果がある

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

全て

１
以上

なし

第二次下野市総合計画の施策体系と事業目的に整合性があり、
意図する結果につながる

要件（３項目）

必要性

効率性

本事業は、「市民力で支える超高齢社会」に向けて、地域の自助・互助を最大限に活用
する支援体制構築を図っており、ボランティアや民間企業も含めた地域における連携強
化を推進しています。庁内においても、生涯学習文化課との連携により公民館講座に組
み込み、広く市民啓発を図るとともに、地域の最も重要なコミュニティである自治会に
おける啓発や協力要請を実施するなど、効率性は高いと考えます。
以上のことから、効率性をＡとしました。

３
以上

１
以上

なし

ソフト事業（要件：７項目）
事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法を見直す 補助金等の積極的な活用で最大の

成果となる方法を選択している

事業目的に見合う最適な事業
規模である

他事業との重複がない

同種・同目的事業との統合や簡略化を実施する

民間委託を実施する

事

業

内

容

過年度実績
　　①第1層SCの選出
②下野市の生活圏域毎の地域特性を見える化し、市民へ啓発活動を実施

　　③社会福祉協議会との連携
　　④困りごとのニーズ把握のための実態把握調査（平成29年度：1,055人回収）
　　⑤第2層協議体開始
　　⑥サロン運営者意見交換会の開催
　　⑦SC及び協議体によるサロンの見学と参加者及び運営者のニーズ把握（H30年度）
　　⑧平成30年度市民啓発事業の開催

実施内容の詳細　①第２層協議体活動の本格実施
　　　　　　　　　　　　　②第２層生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置
今後の展開　①社会福祉協議会と連携しながら事業を進めて行く必要がある。

　　　　　　　　　　②自治会に出向いての市民啓発活動を充実させる必要がある。
　　　　　　　　　　③高齢者サロンの増設
　　　　　　　　　　④担い手養成講座の開催
他事業との連携　①庁内各課とも生活支援に関係する事業については連携

　　　　　　　　　　　　　②地域ケア個別会議から地域課題を整理し、新たな資源開発を検討
　　　　　　　　　　　　　③認知症の方と家族のニーズを把握し、新たな社会資源の検討を行う。
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財
源

事
業
費
内
訳

国県支出金
６，１２９千円

地方債・その他
２，４４０千円

一般財源
２，０４４千円

年
度
別

平成３１年度

Ａ

Ｂ

Ｃ

事業区分

根拠法令
等

介護保険法

類型
区分

廃止

○

事務事業
番号

82

事務事業名 健康福祉部生活支援体制整備事業費 高齢福祉課所管部課

平成２７年度の介護保険制度改正により、介護予防給付の一部である介護予防訪問介護
及び通所介護については、市が地域の実情に応じた取組を行うことができる「介護予
防・日常生活支援総合事業」へと移行されることとなり、ボランティアなど地域の多様
な主体を活用しながら、高齢者を支援していくこととなりました。
地域包括ケアシステムの一部である、生活支援・介護予防サービスの提供体制におい
て、本市独自のものを構築していく本事業は、国の介護保険制度に沿って実施するもの
であります。
以上のことから、必要性をＡとしました。

○

事業推進方針判断に際しての３つの視点

重点事業区分大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづくり

誰もが安心して暮らせるまちづくり

保険・年金事業の充実
―

Ｈ２８年度：第１層生活支援コーディネーターの配置と、第１層協議体の設置
Ｈ２９年度：各地区での勉強会開催を経て、第２層協議体を設置
　　　　　　下野市生活実態把握調査の実施と、結果報告会の開催
Ｈ３０年度：第２層協議体活動の本格実施と、第２層コーディネーターの配置
　　　　　　生活実態把握調査の継続実施による、地域課題の把握
Ｈ３１年度：第２層コーディネーター活動の本格実施

事業概要

事業目的

団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた
地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住ま
い・生活支援が包括的に確保される体制（地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ）の構築の実現を目指す。単
身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が
増加しているため、地域の自助・互助を最大限に活用しながら、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、NPO、民間企
業、協同組合等の多様な主体による生活支援・介護予防ｻｰﾋﾞｽの提供体制を構築する。

Ⅰ（積極的
推進）

総合計画
での位置
付け

施策

○

Ｃ

Ｂ

Ａ

要件（３項目）
全て

市民サービスの維持・向上に寄与する

①第１層及び第２層生活
支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの定期
的情報交換②第１層及
び第２層協議体会議開
催③生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰ活動支援④市民向け
講演会開催⑤地域ｹｱ会
議開催

ソフト事業

①第１層及び第２層生活
支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの定期
的情報交換②第１層及
び第２層協議体会議開
催③生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰ活動支援④市民向け
講演会開催⑤地域ｹｱ会
議開催

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）
Ｃ

Ｂ
本事業以外の解決策が見当たらない

１
以上

事業の休廃止（実施しない場合）の影響が大きい

継続 事業の種類

平成２９年度
補助団体 ―

新規・継続 市裁量の有無 裁量なし

平成３０年度 平成３２年度平成２８年度

全国的に進行する少子高齢化に伴い、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年度に
は、高齢者に対する割合が、現在の「７人に１人」から「５人に１人」に上昇すること
が見込まれており、将来の市民一人ひとりの負担が増えることが推察され、介護保険制
度の持続可能性を高めていくためにも、軽度な介護を必要とする方への支援体制を構築
し、介護予防を進めようとする本事業の緊急性は高いと考えます。また、独居老人や老
夫婦等の高齢者のみ世帯が増加している状況もあり、地域における支援サービス提供の
体制構築は、喫緊の課題と言えます。以上のことから、緊急性をＡとしました。

なし

対
象
年
度

・報償費（第１層協議体）（地域ケア推進会議）　　　：543千円
・普通旅費（生活支援体制整備事業研修会等）　　：　24千円
・消耗品（事務用品代）　　　　　　　　　　　　　　　　　：　30千円
・食糧費（第１層協議体・地域ケア推進会議飲物） ：　19千円
・委託料（第１層SC（専任職員）・２層SC人件費）（事務費）（活動費）：9,997千円

受益機会・費用負担割合等が公平公正であり適正である

市民との協働で事業を実施している。あるいは実施できる

他自治体で実施されている水準と比較して適切である

管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である

ハード事業（要件：３項目）

緊急性

Ａ

事
業
計
画

事
業
費

２，１６５千円 ４，４０１千円 １０，６１３千円 １０，６１３千円

★事業開始
①第１層生活支援ｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置②生活
支援体制整備事業準
備委員会設置③第１
層協議体設置④地域
ｹｱ会議開催

①第１層協議体
会議開催②第２
層協議体設置③
地域支え合い講
演会開催④地域
ｹｱ会議開催

①第２層協議体活動
の本格実施②第２層
生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
配置③生活支援ｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰ活動支援④
市民向け講演会開催
⑤地域ケア会議開催



別紙 資料

平成３０年度  

下野市行政評価市民評価 ヒアリング資料 

事務事業番号 82 

事務事業名 生活支援体制整備事業費 所管部課 健康福祉部 高齢福祉課 

【事業内容】

（１）第１層（市全体）生活支援コーディネーター（ＳＣ）の選出 

（２）下野市の生活圏域毎の地域特性を見える化作業の実施 

（３）社会福祉協議会との連携 

（４）困りごとのニーズ把握のための実態把握調査（平成２９年度：１，０５５人回収）  

（５）第２層（旧町圏域）協議体開始（Ｈ２９年度から開始） 

（６）高齢者サロン運営者意見交換会の開催

高齢者の居場所と交流の場、介護予防の場になる高齢者サロンは、地域の高齢者等のボランテ

ィアが運営している。参加者もボランティアも介護予防活動や生きがい活動につながるため、高

齢者サロンを運営している方の意見交換会を開催した。 

（７）ＳＣ及び第２層協議体による高齢者サロンの見学と参加者及び運営者のニーズ把握（H３０年度） 

（８）市民啓発事業を開催（H３０年度実施状況） 

・市民講座…８/４「豊かな老後を目指して」を開催。（参加者：126 名） 

・公民館と連携事業…○６月：国分寺公民館において「市民で支え合う超高齢社会」5回シリーズで 

開催（参加者延数：116 名）  

          ○その他 

石橋公民館：３講座、南河内東公民館：２講座、国分寺公民館：１講座開催 

 過年度実績

（１）第 1層ＳＣの選出

  平成２８年度開始した事業を、地域住民の支え合いや助け合いをどのように進めて行くかを考え、   

新たな社会資源開発のためには、市民目線が大切と考え、市民からＳＣを選出した。 

（２）下野市の生活圏域毎の地域特性を見える化し、市民へ啓発活動を実施

   ①自治会毎の高齢化率や独居高齢者、高齢者のみ世帯、高齢者サロン開設、老人クラブ設置個所等 

を自治会地図に記入し、自治会長会議、民生委員会議、その他で説明し、啓発した。 

   ②地域包括ケアシステムの構築について、市民に理解し、協力して頂く必要性が高いことから、 

平成２９年度から公民館講座と連携し、「市民力で支える超高齢社会」と題し講座で説明した。 

また広く市民啓発するため、三地区において、「支え合いについて考える勉強会」を３日シリー

ズで開催した。 

（３）社会福祉協議会との連携

平成２９年５月からは、地域福祉活動の専門家であり、この事業に深く関係する社会福祉協議会 

との連絡会議を毎月開催し、課題確認、方針の共有化等を協議し、第２層協議体へも参加。  



（４）困りごとのニーズを把握のための実態把握調査（平成２９年度：１，０５５回収）

  平成２９年度、自治医科大学看護学部に相談し、大学（研究事業）と共催事業で実施することと 

  し、役割分担をしながら実施し、調査実施自治会には結果報告会開催。そこから、高齢者サロン 

開設につながっている。 

（５）第２層協議体開始 

平成２９年９月から、旧町単位を第２層協議体とし、活動を開始した。（毎月開催） 

 実施内容の詳細

（１）第２層協議体活動の本格実施

  第２層協議体会議を継続・発展させるため、各協議体に行政職員及び地域包括支援センター  

 職員、社会福祉協議会職員が参加し、生活支援コーディネーターと連携しながら、第２層協議

体圏域の中での生活課題とその課題解決について、市民が取り組める見守りや支援について

話合いを深めている。 

（２）第２層生活支援コーディネーター配置

 第２層生活支援コーディネーターの選出方法については、第１層生活支援コーディネータ

ーや社会福祉協議会等関係機関及び第２層協議体の参加者等と適切な人材について協議して

いる。 

 今後の展開

①地域福活動の専門家である社会福祉協議会と連携しながら事業を進めて行く必要がある。 

②市民に地域の支え合い・助け合いの必要性を理解してもらうために、自治会に出向いての市

民啓発活動を充実させる必要があると考えている。 

③高齢者の介護予防に重点を置く必要性が高いことから、高齢者の居場所と交流の場、介護予

防の場になる、高齢者サロンの増設に向けて、自治会やボランティア団体、地域包括支援セン

ター、協議体と連携しながら活動をすすめていく。 

④担い手養成講座を開催し、サロン運営の担い手や、訪問による支援の担い手の養成講座を開

催していく。 

 他事業との連携

・庁内各課と生活支援に関係する事業については、連携していく必要がある。 

・地域ケア個別会議から地域課題を整理し、新たな資源開発を創出するため検討していく必要

がある。 

・認知症の方や認知症の家族会が集うオレンジカフェに、ＳＣや協議体メンバーも参加し交流

しながら、認知症家族の生活支援実態とニーズを把握し、新たな社会資源の検討を行う。 

 その他






